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昭和３３年７月設立 平成１６年７月移管

※信用保険部門

昭和４２年８月設立

昭和３７年６月設立

※中小企業研修所発足
昭和３８年８月設立　(特殊法人) ※高度化事業を国から承継 昭和５５年１０月設立 平成１１年７月設立 平成１６年７月設立

昭和４０年１２月設立 昭和５３年４月名称変更

※倒産防止共済事業を追加

昭和４２年９月設立 平成６年４月名称変更

昭和３７年７月設立 昭和４７年１０月改組 昭和４９年８月改組 平成１６年７月移管

※地方都市開発整備等事業

昭和５３年７月設立 昭和６１年９月設立 昭和６２年５月名称変更 平成１６年７月移管

※省エネ・リサイクル分

1

中小企業信用保険公庫

小規模企業共済事業団 中小企業共済事業団

中小企業事業団

(財)日本中小企業指導センター

日本中小企業指導センター

中小企業振興事業団

産炭地域振興事業団 工業再配置・産炭地域振興公団

繊維産業構造改善事業協会

地域振興整備公団

特定不況産業信用基金 産業基盤信用基金 産業基盤整備基金

中小企業金融公庫

中小企業基盤整備機構

繊維工業構造改善事業協会

中小企業総合事業団

都市再生機構

新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構

※中小企業研修所を中小企業
大学校に改組（東京校）

※地方校８校を順次開校
（昭和５５年１２月関西校
～平成７年１０月人吉校）

※ファンド出資事業を創設
　　　（平成１１年３月）

①中小企業総合事業団のうち
「信用保険部門業務」以外

②地域振興整備公団のうち
「地方都市開発整備等事業」以外

③産業基盤整備基金のうち省エ
ネ・リサイクル分を除く「出資・
債務保証業務」を承継

1.中小企業基盤整備機構の沿革（設立まで）１．中小企業基盤整備機構の沿革（設立まで）



２．中小企業基盤整備機構の沿革（平成１６年７月・統合時）

中小企業基盤整備機構

①ハンズオン支援（→支部での事業を拡充・強化）

②ファンド事業（→かんばれ！中小企業ファンドを創設）

③事業化助成（→ﾊﾝｽﾞｵﾝ支援を併せて行う事業として新
設）

④インキュベーション事業（→ＩＭによる経営支援を強化）

１．創業・新事業展開の促進

①相談・助言・情報提供

（→支部における支援、ワンストップ支援を強化）

②人材支援（中小企業大学校）

③高度化事業

①再生支援（再生ファンド等）

②小規模企業共済

③中小企業倒産防止共済

①産業用地事業

②繊維構造改善事業

①三法人が有する
経営資源をフルに
活用し、総合的な
中小企業等支援を
実施

統合のポイント

②利用者との接点
となる支部等の支
援体制を強化

各
支
援
ツ
ー
ル
を
組
み
合
わ
せ
た
総
合
支
援
を
実
施

③重複する組織、
機能を一体化し、
業務運営を効率化

（統合前）
２９部、１００課

（統合後）
８部、４０課・室

２．経営基盤の強化

３．経営環境変化への対応

４．その他業務（期限付き業務）

中小企業総合事業団
(職員５１５名）

①専門人材による経営支援

②ファンド出資事業

③高度化事業

④中小企業大学校による研修

⑤小規模企業共済

⑥中小企業倒産防止共済

⑦繊維構造改善事業

三
法
人
統
合

地域振興整備公団
（職員３５５名）

①インキュベーション事業

②中心市街地施設の運営

③工業団地の整備

④産炭地域の振興

産業基盤整備基金
（職員１４名）

①出資・債務保証

（創業ベンチャー企業等）

※ 経理上、8勘定にて運営している。 ２



３．業務改善面からみた統合後の歩み

（１）業務運営の効率化

①中期計画目標・中期計画の着実な達成

１）一般管理費の削減 ２６．３％の削減 （平成１５年度との比較）

（削減目標：中期目標期間内において、平成１５年度と比較して３０％程度を削減）

※運営費交付金の削減・・・１７年度の継続事業分は▲１６．２％削減、全体では対前年度１％の削減

２）人件費の削減 １．７％の削減 （平成１７年度との比較）

（削減目標：中期目標期間内において、平成１７年度と比較して３％以上を削減）
※ラスパイレス指数の減少・・・中小企業診断士、技術士等有資格者の確保が必要な中、国家公務員
を上回る給与等引き下げを実行し、平成１６年度時点での数値１３１．５から平成１８年度時点では
１２７．６となり、これまでの間で ３．９ポイントの削減。

３）常勤職員数の削減 ８３人の削減 （平成１６年７月との比較）

（削減目標：中期目標期間内において、９９人（約１２％）を削減）

②業務の廃止

・民活法、特商法に係る債務保証業務、及びＦＡＺ法に係る債務保証・出資業務
・旧新事業創出促進法及び旧特定産業集積活性化法に係る産業用地業務
・改正前産業活力再生法に基づく債務保証・出資業務

３



③支部と産業用地事務所及び大学校等との統合

・ 産業用地業務を行う１０事務所中、７事務所（山口、高知、青森等）を廃止（支

部に統合）
・ 新潟開発所を三条校に統合
・ ９大学校中、２大学校（仙台、広島校）において、支部機能を大学校施設に移

転（支部と一体化）

④市場化テストの実施及び業務のアウトソーシングを推進

〔市場化テスト〕

・ 中小企業大学校旭川校にて中小企業者研修につき１８年１０月から２０年３月
までの間市場化テスト（モデル事業）を実施。（受託者：ＬＥＣ・Ｏ－ＥＮＣＥ）
本年夏に、本年６月までの当事業についての中間評価を実施。

〔業務のアウトソーシング〕

・ 給与支払業務、社会保険手続業務、福利厚生業務
・ J-Net２１運営業務、共済事務手続き業務

⑤適正な受益者負担の増加

・ 中小企業総合展等での出展に係る有料化の試行を決定（19年度から）
４



（２）サービスの充実・強化

機構発足後これまでの間に、以下のような政策課題の要請に応じた新規課題の対応
やサービスの改善を実現

①新しいサービスの拡充

１） 法律に関するもの
・ 新連携事業
・ 中小ものづくり高度化法に基づく支援 ・ 中心市街地活性化支援事業

・ 中小企業再生支援全国本部の設置等事業再生支援強化
・ 地域資源活用プログラム推進事業 ・ 企業立地促進の支援事業

２） 予算措置等に関するもの

・ 事業承継支援事業 ・ 知的財産戦略支援事業
・ 知的資産経営推進事業 ・ 地域ブランド支援事業

・ 販路開拓支援事業

②顧客サービスの改善

１）中小企業大学校： 校外研修、土日夜間研修等を拡充
２）経営相談： 土曜及び夜間におけるホットラインを開始
３）２共済： 電話問い合わせ先を全国同一番号で本部に一元化

５



４ .  中小企業基盤整備機構の業務の特徴 （１）業務の全体像

経営環境

変化への対応

経営基盤
の強化

多様な支援ツールを
組み合わせた
総合的支援を展開

創業・新事業
展開の促進

産業用地
の提供等

中小企業の再生支援
○中小企業再生ファンド出資
○再生支援全国本部

産業用地の利活用促進
○中核工業団地
○産炭地域の団地
○地域産業集積団地等

新連携事業

ビジネスマッチング
○ベンチャーフェア

○ベンチャープラザ等

人材支援（中小企業大学校等）
○中小企業者等研修
○支援担当者研修 高度化事業

小規模企業共済

災害対策

経 営 相 談

中小企業の発展段階や中小企業の活動基盤となる地域経済の実情に応じ、経営相談・専門家派遣・資金支援等のソフト支援
から、まちづくり・産業用地提供等のハード支援まで、多様な支援ツールを組み合わせた総合的支援を展開

ハンズオン支援
○専門家継続派遣
○販路開拓支援

スタートアップ支援
（事業化助成金）

インキュベーション事業

ファンド出資
○ベンチャーファンド
○がんばれ！中小企業ファンド
（事業継続ファンド）

中小企業倒産防止共済

施策情報の提供
○Ｊ－Ｎｅｔ２１
○虎ノ門セミナー等

特定課題への支援
○知的財産
○事業承継
○知的資産経営
○環境・安全等

モノ作り支援

地域活性化支援
○地域資源の活用
○地域ブランド支援

貸工場等
施設の運営

まちづくり支援
繊維事業者支援
（自立化事業等） ６



・民間機関等の新事業支援活動の促進

・新事業実現のための踏み込んだ経営支援【【発展段階に応じた連携支援発展段階に応じた連携支援】】《 》

○公的機関
経済産業局
産業クラスター支援機関
県等支援センター
市町村
商工団体

○中小機構
経営基盤支援部
（中小企業大学校）

支援目標の達成（支援成果）
売上高伸び率２５％、課題解決率８０％以上

等

株式市場
（新興市場他）

経営革新 第二創業

連携

新連携支援
①相談件数 ６，０２１件
②新連携計画認定 １５８件（累計３２１件）
③事業化件数累計 １５８件

ファンド出資
①ベンチャーファンド
出資契約累計７６件、投資先数累計１６６４社、
公開数累計７７社
②がんばれ！中小企業ファンド
出資契約累計２０件、投資先数累計１０２社、
公開数累計１社

スタートアップ支援
事業化助成金 交付決定 ９８件インキュベーション

①入居者数 ３６８社
②卒業企業数累計 ４０社
③インキュベーション・マネージャーによる
相談件数 １３，３８９件

○民間機関
金融機関
ＶＣ、大企業
証券取引所

○大学

ビジネスマッチング
①中小企業総合展 出展企業数 ７７９社
（来場者数 ７７，３３５人）
②ベンチャーフェア 出展企業数 ２３３社
（来場者数 ３０，３６６人）
③ベンチャープラザ 出展企業数 ７９社
（来場者数 １，９７４人）

ハンズオン支援
〔中小企業・ベンチャー総合支援センター（9ヵ所）〕
①経営相談 ２４，０９１件
②専門家継続派遣 ３９２社 ５，３８５件
③企業等ＯＢ人材派遣 １７３社 １，１６１回
④販路開拓支援（支援先数） １０９件

人材育成（中小企業大学校）
受講者数 ３３，１４９人

連携支援

施策情報の提供
Ｊ－Ｎｅｔ２１のアクセス件数 ２，２０１万件

中小企業・ベンチャー企業・経営革新企業（全国４３０万企業）、
創業予定者

創業 新事業創出
中小企業

（２）総合的支援の例（新事業展開､経営革新） 企業の成長段階に応じ
した総合支援を実施
企業の成長段階に応じ､､多様な支援策を活用多様な支援策を活用
した総合支援を実施

７＊ 実績値は１８年度



中小企業の再生、事業承継の円滑化のために、共済等
のセーフティネットの整備から、経営相談、専門家に
よる支援、資金支援までの一貫した支援を実施

（３）総合的支援の例（事業承継・事業再生）

再生ファンドの活用
による事業再構築
により、再生を果た
した定期船運行会
社

再生支援協議会との
連携強化（再生支援全国本部）

経営改善等に取り組む
中小企業

ハンズオン支援

人 材 育 成

経 営 相 談

問題点把握・課題整理
（施策情報の提供）事業承継シンポジウムの開催（全国１２箇所で開催、出席

者２，３７５人）、事業承継ガイドラインを公表・普及

事業承継の支援ネットワーク化を推進
コーディネーターを中心とし、金融機関・商
工会議所等との連携により、事業承継の円
滑化を推進

事業承継の円滑化を推進 中小企業の再生を実現

事業継続ファンドによる支援（１８年度新設）
出資契約額 ５０億円（２ファンド）

中小企業再生ファンドによる支援
出資契約額累計 ２１４億円
投資先企業数累計 ８２社

ファンドによる支援
（資金支援）

専門家継続派遣 ３９２社 ５，３８５件
企業等ＯＢ人材派遣 １７３社１，１６１回

（セーフティネットの整備）
○中小企業倒産防止共済
在籍件数 約３０万件
○小規模企業共済
在籍件数 約１７０万件

経営相談件数 ２４，０９１件

セミナー・シンポジウム等を活用した
施策情報の提供

中小企業大学校による研修
（受講者数３３，１４９人）

経営後継者育成研修を実施（中小企業大学校）
中小企業の事業承継をバックアップ

＊ 実績値は１８年度 ８



問題点摘出
課題整理

中心市街地活性化
方針の検討

・街元気プロジェクト （e-ラーニング、
現地実習）登録者数 ２，４７４人
・中小企業大学校研修

中活法改正に対応しセミナー等を開催
５３回開催（出席者数３，９００人）

中心市街地活性化協議会等

サポート事業（勉強会等）
１２１回開催（出席者数４，４１７人）

街元気セミナーの開催（北見市）

中心市街地活性化協議会支援センター
による支援（事例情報の提供、まちづくり
サポーターによる支援）

基本計画案、具体案の検討

中心市街地商業活性化アドバイザー
(協議会)による支援
１２２地域、２，９４０件

基本計画等(市町村等)

中心市街地の活性化
（地域経済の活性化）

高度化事業の活用等事業の実施

・施策情報の提供（Ｊ－Ｎｅｔ２１）
アクセス件数 ２，２０１万件

まちづくりのための人づくりの段階から、計画構想、開発段階まで、きめ細かな支援策を総合的に展開
（中小企業の活動の基盤となる地域経済をバックアップ）

（４）総合的支援の例（商店街・まちづくり）

商店街で、高度化事業を活用し、中心市
街地の活性化対策（商店街のアーケード
整備）を支援（高知市）

まちづくりへの理解
人材育成

中心市街地の課題 / まちづくりの課題
現地実習の風景（街元気プロジェクト）

９＊ 実績値は１８年度



全国どこからでも中小企業等が必要な情報を入手できる
ように、インターネット、電話相談等により施策情報等を
提供

（５）総合的支援の例（ワンストップ情報提供）

なんでも相談ホットライン

中小企業者等が全国どこからでも相談を受けることができる
ホットラインを開設（平日夜間、土曜日における相談も受付）
相談件数 ４，１１４件（１８年度）、連絡先「０５７０－００９１１１」

Ｊ－Ｎeｔ２１ （施策情報の提供）

資金調達ナビ

中小企業者等が必要な施策情報を迅速に入手できるポータルサイトを運営
アクセス件数 ２，２０１万件（１８年度）
アクセス先 「http://j-net21.smrj.go.jp」

①支援情報ヘットライン
関連機関の施策情報や支援情報等を、
日次で掲載

②資金調達ナビ
国、都道府県等の公的な補助金、助成金、
融資制度等を掲載

③施策活用等企業事例
２，０００件以上の企業事例を掲載

④新政策に対応した施策情報を提供
○地域資源活用プログラム
○事業承継
○ものづくり等

⑤ビジネスＱ＆Ａ
中小企業等から寄せられる経営上の質問に、
専門家が回答

施策活用企業事例

地域資源活用チャンネル

事業承継ポータル
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